
米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例施行規則 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例（令

和４年米原市条例第５号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

(定義) 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

(関係住民等への説明) 

第３条 条例第７条に規定する関係住民等は、発電事業に伴い生活環境等に著しい影響を受

けるおそれがある者で、次に掲げるものをいう。 

(１) 事業区域に隣接する土地について所有権または借地権を有する者 

(２) 事業区域の土地に存する建築物の所有権、使用貸借による権利または賃借権を有す 

る者 

(３) 事業区域または事業区域に隣接する土地に係る自治会の代表者および当該自治会

に属する住民 

２ 条例第７条に規定する事業計画等の説明は、次に掲げる方法その他市長が適当と認め

る方法により行わなければならない。 

(１) 自治会等ごとに１回以上行うこと。 

(２) 関係住民等の参加が見込まれる日時および場所を選定すること。 

(３) 事業計画等の説明を行うことについて、印刷物の配布その他適切な方法により関

係住民等に周知を図ること。 

(４) 自治会館その他の集会施設において行うこと。 

(５) 関係住民等の求めに応じて事業計画等またはその概要を記載した書面が提供され

ること。 

(６) 説明の方法が関係住民等の理解を深めるよう配慮されたものであること。 

３ 条例第８条第５項の規定により事業計画の変更の許可を受ける場合において、次の

各号に該当する場合は、関係住民等への説明は不要とする。 

(１) 次条第４項に該当する軽微な変更の場合 

(２) 事業者名を変更する場合で、条例第11条に規定する事業継承に該当しない場合 

(３) 法人の代表者氏名を変更する場合 



(４) 事業者の住所を変更する場合 

(５) 保守点検責任者を変更する場合 

 (申請および許可) 

第４条 条例第８条第１項に規定する事業計画は太陽光発電事業計画申請書（様式第１

号）とし、同項に規定するその他規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(１) 住民票の写し（設置者等が法人である場合は当該法人の登記事項証明書の写し、

ならびに役職、氏名、住所および生年月日を記載した役員一覧表。ただし、公的機関

の発行する書類については、申請日の３か月前から当該申請日までの間に発行された

原本に限る。） 

(２) 欠格要件非該当誓約書（様式第２号） 

(３) 条例以外の関係法令に基づく太陽光発電施設の設置に必要な許認可および届出の

状況が分かる書面 

(４) 太陽光発電施設の設置に関する説明結果報告書（様式第３号） 

(５) 太陽光発電施設の設置場所（事業区域の所在地）に係る登記簿謄本（ただし、公

的機関の発行する書類については、申請日の３か月前から当該申請日までの間に発行

された原本に限る。） 

(６) 土地の取得（使用貸借）を証する書類等（登記簿謄本上の名義が事業者でない、

または事業者本人を含む複数人である場合に限る。） 

(７) 構造図および配線図 

(８) 電力系統への接続の同意を証する書類の写し 

(９) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 条例第８条第４項の規定による事業計画の許可は、事業計画（変更）許可証（様式第

４号）により行うものとする。 

３ 条例第８条第４項の規定による事業計画の不許可は、事業計画不許可通知書（様式第

５号）により行うものとする。 

４ 条例第８条第５項に規定する規則で定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

(１) 事業区域の面積の変更のうち、その面積を10分の１以内で拡大する場合 

(２) 事業区域の面積を縮小する場合（条例第16条に規定する廃止の場合を除く。） 

(３) 太陽光発電施設の出力を縮小する場合（条例第 16 条に規定する廃止の場合を除

く。） 

(４) 代表者以外の役員を変更する場合（設置者等が法人である場合に限る。） 



(工事着手および完了の届出) 

第５条 条例第９条第１項に規定する届出は、設置事業に着手したときは設置事業着手届

（様式第６号）、完了または当該設置事業を中止したときは設置事業完了（中止）届（様

式第７号）により行うものとする。 

２ 条例第９条第２項の規定による通知は、設置事業検査済通知書（様式第８号）により行う

ものとする。 

(事業継承) 

第６条 条例第11条第１項の規定による届出は、事業承継届（様式第９号）により行うもの

とし、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 事業を承継した事実を証する書類 

(２) 事業を承継した者の住民票の写し（承継した者が法人である場合は、当該法人の登記

事項証明書の写し） 

(３) 太陽光発電施設の保守点検に係る契約書の写し 

(４) 第４条第２項に規定する事業計画（変更）許可証の写し（許可により付された条件が

ある場合は、その書面の写しを含む。） 

(５) 新事業者の役員一覧および欠格要件非該当誓約書（様式第２号） 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(実施状況の報告) 

第７条 条例第12条第１項に規定する報告は、事業計画実施状況報告書（様式第10号）に

より行い、最新状況に更新した太陽光発電事業計画第１表を添付するものとする。 

(立入検査) 

第８条 条例第13条第２項に規定する身分を示す証明書は、米原市職員服務規程（平成17年

米原市訓令第８号）第７条第１項に規定する職員証とする。 

(報告の徴収) 

第９条 条例第14条に規定する報告または資料の提出の要求は、状況等報告要求書（様式第

11号）により行うものとする。 

２ 前項により求めた報告または資料の提出は、状況等報告書（様式第12号）により行うも

のとする。 

(許可の取消し) 

第 10条 条例第15条に規定する許可の取消しは、許可取消通知書（様式第13号）により行

うものとする。 



(廃止の届出) 

第 11 条 条例第16条第１項に規定する廃止の届出は、太陽光発電施設廃止届（様式第14

号）により行うものとする。 

２ 条例第16条第２項に規定する廃止が完了したときの届出は、太陽光発電施設の廃止後の

措置完了届（様式第15号）により行い、許可を受けた太陽光発電事業計画申請書の写しを

添付するものとする。 

(発電事業終了時の適正処分) 

第 12 条 条例第17条に規定する太陽光発電施設の廃止に係る適正な処分は、次に掲げるとおり

とする。 

(１) 太陽光発電施設を速やかに撤去すること。 

(２) 太陽光発電施設の再使用または再生利用に努め、廃棄物の発生を抑制すること。 

(３) 事業区域であった土地について、修景、整地その他の景観上または防災上必要な措置を

行うこと。 

(指導、助言および勧告) 

第 13 条 条例第18条第１項に規定する指導または助言は、指導・助言通知書（様式第16

号）により行うものとする。 

２ 条例第18条第２項に規定する勧告は、勧告書（様式第17号）により行うものとする。 

３ 条例第18条第３項に規定する指導、助言または勧告により講じた措置の報告は、是正報

告書（様式第18号）により行うものとする。 

(命令) 

第 14条 条例第19条に規定する命令は、命令書（様式第19号）により行うものとする。 

２ 条例第19条第２項に規定する命令により講じた措置の報告は、命令措置内容報告書（様式

第20号）により行うものとする。 

(公表) 

第15条 条例第20条第１項に規定する公表は、市公式ウェブサイトに掲載して行うものとす

る。 

(その他) 

第16条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

付 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。  



様式第１号（第４条関係） 

 

太陽光発電事業計画申請書（当初・変更） 

 

年  月  日 

 

 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

 次のとおり太陽光発電の発電事業を実施したいので、米原市太陽光発電施設の設置と生活環

境等との調和に関する条例第８条第１項の規定に基づき、太陽光発電事業計画（変更）の許可

を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

太陽光発電事業計画    第１表による 

 

（添付書類）（変更の場合は変更があったものを添付すること。） 

１ 住民票の写し（設置者等が法人である場合は当該法人の登記事項証明書の写し、ならび

に役職、氏名、住所および生年月日を記載した役員一覧表）（※） 

２ 欠格要件非該当誓約書(様式第２号) 

３ 条例以外の関係法令に基づく太陽光発電施設の設置に必要な許認可および届出の状況が

分かる書面 

４ 太陽光発電施設の設置に関する説明結果報告書（様式第３号） 

５ 太陽光発電施設の設置場所（事業区域の所在地）に係る登記簿謄本（※） 

６ 土地の取得（使用貸借）を証する書類等（登記簿謄本上の名義が事業者でないまたは事

業者本人を含む複数人である場合に限る。） 

７ 構造図および配線図（標準構造図および標準配線図によらない場合に限る。） 

８ 電力系統への接続の同意を証する書類の写し 

９ その他市長が必要と認める書類 

 

(※) 公的機関の発行する書類については、申請日の３か月前から当該申請日までの間に発

行された原本に限る。  



第１表 太陽光発電事業計画 

事 業 計 画 内 容 備 考 

事業者名（注１・注２）  
□地方税法第七十
二条の四に規定す
る法人 

法人の代表者氏名 
（注１・注２） 

役職  
 

氏名  

事業者の住所（注１・注２） 

(〒  -    ) 
 
 

 

発電設備の出力（ｋＷ） 
（注３） 

  

太陽光発電施設の設置場所 
（注４） 
（事業区域の所在地） 

 □別紙あり 

事業区域の面積   

太陽光発電設備の設置形態 
□野立て 
□営農型 

土
地
の
所
有 

□ 事業者が所有 
□ 事業者以外が所有 
□ 事業者が事業者以外と共有 

 

系統接続に係る事項 
（注５） 

接続契約締結日     年  月  日  

接続契約締結先   

事業実施工程 
 

設置工事開始予定日     年  月  日  

系統連系予定日     年  月  日  

運転開始予定日     年  月  日  

設備廃止予定日     年  月  日  

保守点検責任者 

法人名（法人の場合）   

責任者氏名   

所属・役職（法人の場合）   

電話番号   

法人番号（法人の場合）   

保守点検および維持管理計画 
（注６） 
(太陽光発電施設の廃止後にお
いて行う措置およびその資金
計画も含む。） 

 □別紙あり 

地域貢献に係る事項 
（任意） 

 □別紙あり 



遵 

守 

事 

項
（
注
７
） 

事業計画策定ガイドライン（経済産業省）および太陽光発電の環境配慮ガイドライ
ン（環境省）に従って適切に事業を行うこと。（注８） 

□ 

再生可能エネルギー発電事業を実施するに当たり、関係法令（条例を含む。）の規
定を遵守すること。 

□ 

電力量を計測する電力量計は、計量法上の使用の制限を満たす電力量計を設置する
こと。また、設置後は速やかに報告すること。 

□ 

安定的かつ効率的に再生可能エネルギー発電事業を行うために太陽光発電施設を適
切に保守点検および維持管理すること。 

□ 

この事業に関係ない者が太陽光発電施設にみだりに近づくことがないよう、適切な
措置を講ずること。（注９） 

□ 

この再生可能エネルギー発電事業で用いる太陽光発電施設を処分する際は、関係法
令（条例を含む。）を遵守し適切に行うこと。 

□ 

（注１） 法人にあっては、「名称」は登記簿上の名称を記載し、「住所」は登記すべき本店また
は主たる事務所の所在地を記載すること。以下この様式において同じ。 

（注２） 申請者と同じ場合は、「申請者と同じ」と記載することでも良い。 
（注３） 発電設備の出力（当該申請に係る設備の定格発電出力をいい、小数第２位以下を切り捨

てた値）は、太陽電池の合計出力とパワーコンディショナーの出力のいずれか小さい方
の出力とし、パワーコンディショナーを複数台設置している場合は、各系列における太
陽電池の合計出力とパワーコンディショナーの出力のいずれか小さい方の出力を合計し
た値を記載すること。 

（注４） 全ての設置場所を記載すること。なお、項目欄に全て記載できない場合は、備考欄の「別
紙あり」のボックスにチェックを付して、別紙として作成すること。 

（注５） 当該申請に係る太陽光発電施設についての接続の同意を証する書類のとおりに正確に記
載すること。 

（注６） 保守点検および維持管理計画（点検内容および実施スケジュール等）についてできる限
り具体的に記述すること。なお、項目欄に全ての内容を記載できない場合は、備考欄の
「別紙あり」のボックスにチェックを付して、別紙として作成すること。 

（注７） 右記の事項を遵守することに同意する場合には、ボックスにチェックを付すこと。 
（注８） 事業計画策定ガイドラインは、再生可能エネルギー発電事業計画を作成し、認定を申請

する際のガイドラインとして経済産業省が策定し、公表したものである。太陽光発電の
環境配慮ガイドラインとは、環境影響評価法の対象とならない事業であっても環境配慮
の取組を実施する際のガイドラインとして環境省が策定し、公表したものである。 

（注９） 当該申請に係る太陽光発電施設の周囲に柵塀がある、または設ける場合には、構造図内
で指し示すこと。 

 
＜備考＞ 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。図面、表等やむを得ないものは日本産業規格Ａ
３とすること。 

  



様式第２号（第４条関係） 

 

欠格要件非該当誓約書 

 

私（私たち）は、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第８条第

４項第１号から第５号までのいずれにも該当しないことを誓約します。 

なお、（申請者         ）に対する事業計画の許可の決定に当たり、市長が必要

と認める場合は、私（私たち）が同項第１号から第５号に掲げる者に該当するか否かについ

て、警察等関係機関に照会することを承諾します。 

 

 

申請者 

住所 

氏名                 ㊞ 

                    役員 

                     住所 

                     氏名                 ㊞ 

役員 

                     住所 

                     氏名                 ㊞ 

役員 

                     住所 

                     氏名                 ㊞ 

役員 

                     住所 

                     氏名                 ㊞ 

役員 

                     住所 

                     氏名                 ㊞ 

 

(※)氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。 



様式第３号（第４条関係） 

 

 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

太陽光発電施設の設置に関する説明結果報告書 

 

 米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第７条の規定により、関係

住民等に対して太陽光発電施設の事業計画等について説明したので、次のとおり報告します。 

 

記 

 

事業区域の所在地および面積  

周知の方法  

説明会等の開催日時および場所  

説明会の出席者数 関係住民等        人 

説明会の概要  

出席者の意見  

出席者の意見に対する措置  

上記のとおりであることを確認する。 

  

年   月   日  

 

関係住民等の代表者 

住所 

役職名・氏名 

※関係住民等の代表者の氏名については自筆であること 



様式第４号（第４条関係）  

 第     号  

年  月  日  

 

         様 

 

米 原 市 長  印  

 

事業計画（変更）許可証 

 

 年  月  日付けで申請のあった太陽光発電事業計画（変更）について、米原市太陽

光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第８条第４項の規定により許可します。 

 

記 

 

事業者名  

法人の代表者氏名 
役職  

氏名  

事業者の住所 

(〒  -    ) 
 
 

発電設備の出力（ｋＷ）  

太陽光発電施設の設置場所 
（事業区域の所在地） 

 

事業区域の面積  

 

 

 

 

 

 

  



様式第５号（第４条関係）  

 第     号  

年  月  日  

 

         様 

 

米 原 市 長  印  

 

事業計画不許可通知書 

 

 年  月  日付けで申請のあった太陽光発電事業計画（変更）について、米原市太陽

光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第８条第４項の規定により、次のとおり

許可しないこととしましたので通知します。 

 

記 

 

許可をしない理由 

 

 

(教示) 

１ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

月以内に、米原市長に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年

を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

米原市を被告として（訴訟において米原市を代表する者は、米原市長となります。）、処分の

取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の

取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合

には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

 



様式第６号（第５条関係） 
 

設置事業着手届 

 

年  月  日  

 

 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

太陽光発電施設を設置する事業に着手したので、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等

との調和に関する条例第９条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

着手年月日 年   月   日 

完了予定年月日 年   月   日 

設置事業施工者 住所 

代表者氏名 

電話番号 

添付図書  

 

 

  



様式第７号（第５条関係） 
 

年  月  日  

 

設置事業完了（中止）届 

 
 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

太陽光発電施設を設置する事業を完了（中止）したので、米原市太陽光発電施設の設置と生

活環境等との調和に関する条例第９条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

工事完了（中止）年月日 年   月   日 

設置事業施工者 住所 

代表者氏名 

電話番号 

保守点検責任者 法人名（法人の場合） 

責任者氏名 

所属・役職（法人の場合） 

添付図書 

（中止の場合はその理由を

記載すること） 

 

※中止の場合は、別途、事業計画変更など必要な手続を行うこと。 

  



様式第８号（第５条関係） 
第     号  

年  月  日  

 

設置事業検査済通知書 

 

          様 

 

米 原 市 長  印  

 

年  月 日付け 番 号 で許可した太陽光発電事業計画に係る設置工事について、 

年  月  日に検査を実施したところ、当該許可の内容に適合していると認められる

ので、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第９条第２項の規

定により通知します。 

  



様式第９号（第６条関係） 

 

事業承継届 

 

年  月  日 

 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

発電事業の承継について、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例

第11条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

記 

 

継承前の事業者名等 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

法人の代表者氏名 
役職  

氏名  

事業者の住所 

(〒  -    ) 
 
 

発電設備の出力（ｋＷ）  

太陽光発電施設の設置場所 
（事業区域の所在地） 

 
 

事業区域の面積  

 

 

 



新事業者名等 

事業者名  

法人の代表者氏名 
役職  

氏名  

事業者の住所 

(〒  -    ) 
 
 

 

事業継承理由  

事業継承年月日 年   月   日 

 

（添付書類） 

１ 事業を承継した事実を証する書類 

２ 事業を承継した者の住民票の写し（承継した者が法人である場合は、当該法人の登記事

項証明書の写し） 

３ 太陽光発電施設の保守点検に係る契約書の写し 

４ 事業計画（変更）許可証の写し（許可により付された条件がある場合は、その書面の写

しを含む。） 

５ 新事業者の役員一覧表および欠格要件非該当誓約書（継承した者が法人の場合） 

６ その他市長が必要と認める書類 

 

  



様式第10号（第７条関係） 

 

事業計画実施状況報告書 

 

年  月  日 

 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

年 月 日付け 番 号 で許可を受けた太陽光発電事業計画発電事業の実施状況につい

て、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第12条の規定により、次

のとおり報告します。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

前回の実施状況報告     年   月   日 

事業者名  

法人の代表者氏名 
役職  

氏名  

事業者の住所 

(〒  -    ) 
 
 

発電設備の出力（ｋＷ）  

太陽光発電施設の設置場所 
（事業区域の所在地） 

 

事業区域の面積  

（添付書類） 

１ 最新状況に更新した太陽光発電事業計画第１表  



様式第11号（第９条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

状況等報告要求書 

 

          様 

 

米 原 市 長  印  

 

米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第 14 条の規定により、下

記について、報告（資料提出）を求めます。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

法人の代表者氏名 
役職  

氏名  

報告（資料提出）の期限 

 
 
 

 
報告（資料提出）を求める事項 

 

  



様式第12号（第９条関係） 

 

状況等報告書 

 
年  月  日 

 
 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 
 

年  月  日付けで報告（資料提出）の要求があった事項について、次のとおり報告

（資料提出）します。 

 

記 

 

要求のあった報告（資料提出）事項 

報告（資料提出）内容 

 



様式第13号（第10条関係） 

第     号  

年  月  日  

許可取消通知書 

 

          様 

 

米 原 市 長  印  

 

米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第15条の規定により、事

業計画の許可を取り消します。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

許可の取り消し理由 

(教示) 

１ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

月以内に、米原市長に対して審査請求をすることができます(なお、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して1年を

経過すると審査請求をすることができなくなります。)。 

２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

米原市を被告として(訴訟において米原市を代表する者は、米原市長となります。)、処分の

取消しの訴えを提起することができます(なお、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して1年を経過すると処分の

取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記1の審査請求をした場合

には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 



様式第14号（第11条関係） 

 

太陽光発電施設廃止届 

 

年  月  日 
 
 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 
 

太陽光発電施設を廃止したいので、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関

する条例第16条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

法人の代表者氏名 
役職  

氏名  

事業者の住所 

(〒  -    ) 
 
 

発電設備の出力（ｋＷ）  

太陽光発電施設の設置場所 
（事業区域の所在地） 

 

事業区域の面積  

廃止しようとする年月日    年   月   日 

廃止後の太陽光発電設備の処
理 

 

※許可を受けた太陽光発電事業計画書の写しを添付すること。  



様式第15号（第11条関係） 

 

太陽光発電施設の廃止後の措置完了届 

 

年  月  日 
 
 米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 
 

太陽光発電施設を廃止したので、米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関す

る条例第16条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

法人の代表者氏名 
役職  

氏名  

事業者の住所 

(〒  -    ) 
 
 

発電設備の出力（ｋＷ）  

太陽光発電施設の設置場所  

事業区域の面積  

廃止が完了した年月日    年   月   日 

廃止後の太陽光発電設備の処
理 

 

  



様式第16号（第13条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

指導・助言通知書 

 

          様 

 

米 原 市 長  印  

 

米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第18条第１項の規定によ

り、次のとおり指導（助言）します。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

事業区域の所在地  

指導・助言の内容 

 

 

  



様式第17号（第13条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

勧告書 

 

          様 

 

米 原 市 長  印  

 

米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第18条第２項の規定によ

り、次の事項について下記のとおり勧告します。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

事業区域の所在地  

措置の期限 年    月    日 

勧告の内容 

 

 

  



様式第18号（第13条関係） 

 

年  月  日  

 

是正報告書 

 

米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

年  月  日付けで指導（助言・勧告）を受けたことについて、必要な措置を講じたの

で、次のとおり報告します。 

 

記 

 

指導、助言または勧告の内容 

措置内容 

  



様式第19号（第14条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

命令書 

 

          様 

 

米 原 市 長  印  

 

米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例第19条第１項の規定によ

り、次の事項について下記のとおり命令します。 

 

記 

 

許可年月日および番号     年   月   日   番号 

事業者名  

事業区域の所在地  

措置の期限 年    月    日 

命令の内容 

 

  



様式第20号（第14条関係） 

 

年  月  日  

 

命令措置内容報告書 

 

米 原 市 長  様 

所在地                

名 称                

代表者                

担当者                

（電話              ） 

 

年 月 日 付けで命令を受けたことについて、必要な措置を講じたので、次のとおり報

告します。 

 

記 

 

命令の内容 

措置内容 

 


